
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 その他 一般財源

障がい者福祉事業 3,163,493 1,226,290 611,824 1,566 1,323,813 243,392

281,826 91,390 14,363 176,073 32,372

5,843,446 2,544,588 891,982 331,407 2,075,469 381,588

94,680 6,444 42,030 57 46,149 8,485

1,236,881 927,660 20,622 288,599 53,061

141,242 69,521 14,200 5,503 52,018 9,564

小計 10,761,568 4,774,503 1,672,048 352,896 3,962,121 728,462

介護保険事業特別会計 1,207,612 35,335 17,667 1,154,610 212,282

497,240 90,371 282,557 124,312 22,856

378,061 100 209,604 168,357 30,954

小計 2,082,913 125,806 509,828 0 1,447,279 266,092

783,887 783,887 144,123

527,762 14,899 2,953 4,383 505,527 92,944

214,639 765 1,251 36 212,587 39,085

小計 1,526,288 15,664 4,204 4,419 1,502,001 276,152

14,370,769 4,915,973 2,186,080 357,315 6,911,401 1,270,706合計

保
健
衛
生

病院事業会計繰出金

疾病予防事業

その他保健衛生事業

母子福祉事業

生活保護扶助事業

その他の社会福祉事業

社
会
保
険

国民健康保険事業特別会計

その他の社会保険事業

社
会
福
祉

高齢者福祉事業

児童福祉事業

　 平成26年4月1日より消費税率が5％から8％、令和元年10月1日より8％から10％に引き上げられたことに伴い、地方消費税交付金の増収分につ
いては、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てることとされています。
　 下表のとおり、本市の社会保障施策への充当状況について公表します。
◆令和５年度予算における社会保障施策への充当額　１２億７，０７６万６千円

消費税引上げ分に係る地方消費税交付金の使途（令和５年度当初予算）

事業名 事業費
財源内訳 一般財源のうち地方消費税交

付金（社会保障財源化分）


